11月　宣伝スポット（ひな形＊アレンジしてお使いください。）　消費税廃止中央各界連

みなさんこんにちは。私たちは消費税廃止各界連絡会です。消費税の増税中止を求める国会請願署名へのご協力をお願いしています。

●1988年12月24日に、竹下内閣のもとで消費税導入が決定されてから、今年で25回目のクリスマスイブを迎えます。家族や友人たちと平和な楽しい時間を過ごしたいというささやかな願いさえ、悪政によって脅かされるのが今の社会ではないでしょうか。
●政府が12月10日に発表した10〜12月期の法人企業景気予測調査でも大企業(資本金10億円以上)の景況判断指数（プラス8.3）は、前期（プラス12.0）から3.7ポイント悪化しており、2012年10〜12月期以来、4四半期ぶりの悪化となっています。●庶民の給料は増えず、物価が上がり、社会保障が切り縮められています。こんなときに「８％で８兆円、１０％で１３．５兆円」の消費税大増税。１人あたり年11万円以上もの負担増でみなさんは生活していけますか？私たちの宣伝行動にも「決まったから仕方ないと言えるくらしの状況ではない」「年金も下がり、物価が上がり、これ以上どこを切り詰めればよいのか」という怒りの声が寄せられています。所得が増えなければ財布の紐はますます固くなり、景気回復は遠のき、日本経済は疲弊し、財政再建もできません。
●消費税増税実施に伴う「経済対策」の中味にも怒りが巻き起こっています。増税と引き替えに打ち出そうとしている経済対策の内容は、大企業への減税と大型公共事業のバラマキです。庶民に8兆円もの大増税をおしつけて、内部留保をため込んだ大企業には6兆円もの大盤振る舞い。こんな本末転倒の暴走政治は何としてもやめさせましょう。
●政府がこれまで主張してきた「社会保障のため」のデタラメさは、消費税増税といっしょに社会保障の諸制度が改悪されていることで明らかです。消費税は社会保障のためでも財政再建のためでもないことがますますはっきりしてきています。
●私たちは憲法の「応能負担」の原則にそって、能力に応じて税金を集め、使い方も、国民本位に改めていくことが必要と考えています。大企業への行き過ぎた減税や富裕層への優遇税制を見直し、国民のくらしと権利を守るルールをつくり、国民の所得を増やせば景気は持ち直します。さらに、ムダな支出を削減し、国民のくらし、福祉、教育の充実などに税金を優先的に使えば地域から経済が活性化します。
●みなさん、消費税増税には一部の理もありません。国民のくらしを真剣に考えるなら、まず消費税増税を中止することが本来の政治の在り方です。昨年の増税法成立以来、増税中止を訴えてきた私たちの運動と世論によって、いま、追い詰められているのは安倍政権・増税勢力の側です。12月6日深夜には国民の目・耳・口をふさぐ憲法違反の特定秘密保護法が、民主主義を踏みにじるやり方で強行可決になりました。国民に内容を知られる前に、数の暴力でゴリ押しする。このやり方を見ても、安倍政権がいかに国民を恐れているかがわかります。

●みなさん。国民不在の政治は必ず退場に追い込まれます。「消費税は必要」という人も、「いま増税するのは反対」の一点で協力し、今回の増税を中止させようではありませんか。「大増税は中止を」の声を全国津々浦々に広げ、消費税大増税をストップさせましょう。






